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環境報告 
 

日本電気航空宇宙システム株式会社は、防衛・航空、宇宙、モバイル事業の各分野にお

けるシステム開発、ソフトウェア開発、ハードウェア開発設計を事業内容とする会社です。事

業遂行にあたっては、環境マネジメントシステムを構築し、継続的改善及び汚染の予防を図

ります。 

 

 

当社は、NEC を通じて宇宙航空研究開発機構の地球環境を観測する衛星のプロジェクト

に参画しています。衛星本体に関係するものとして、システム／サブシステム設計・解析（構

造・熱制御・姿勢軌道制御系等）、搭載ソフトウェア、搭載機器設計・解析を担当しています。

また、地上設備に関係するものとして、追跡管制システム、運用支援システム、運用支援、

リモートセンシングデータ処理システムを担当しています。 

 

 

今までに事業として参画した地球観測を目的とした人工衛星 

・海洋観測衛星「もも１号」（MOS-1） 

・地球資源衛星「ふよう１号」（JERS-1） 

・地球観測プラットフォーム技術衛星「みどり」(ADEOS) 

・陸域観測技術衛星「だいち」（ALOS）          ：NEC より感謝状 

・温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）   ：NEC より感謝状 

 

 

環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）の認証の経緯 

                         認証機関 財団法人 日本品質保証機構（ＪＱＡ） 

                         登録証番号：JQA-EM4541 

２００５年２月  ＩＳＯ１４００１/ＪＩＳ Ｑ １４００１ １９９６年版（本社のみ） 

２００６年３月  ＩＳＯ１４００１/ＪＩＳ Ｑ １４００１ ２００４年版（本社のみ） 

２００８年２月  ＩＳＯ１４００１/ＪＩＳ Ｑ １４００１ ２００４年版（全社に登録更新） 

 

 

 

環境報告２００９は、全社としてのＥＭＳ認証取得をして１年を経て、新たに五つの分室が

設置されて活動が浸透されたところで作成しました。来年度からは、全部門の活動実績をも

とに報告書を作成する計画です。 

 

 

２０１０年１月 

日本電気航空宇宙システム株式会社 

代表取締役社長   野々下  力 
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環境方針および環境マネジメント活動体制 

１．当社のシステム開発、ソフトウェア開発及びハードウェア開発設計の実施にあたり環境側面を１．当社のシステム開発、ソフトウェア開発及びハードウェア開発設計の実施にあたり環境側面を

考慮して、次の項目を重点的に取り組む。考慮して、次の項目を重点的に取り組む。

(1)(1)省資源・省エネルギーに連動する生産性の向上省資源・省エネルギーに連動する生産性の向上

(2)(2)環境を配慮した開発設計の提供環境を配慮した開発設計の提供

(3)(3)継続的な省資源活動継続的な省資源活動

(4)(4)継続的な省エネルギー活動継続的な省エネルギー活動

２．環境マネジメントシステムを構築し、継続的改善及び汚染の予防を図る。２．環境マネジメントシステムを構築し、継続的改善及び汚染の予防を図る。

３．環境関連法及び当社が認めたその他要求事項を遵守する。３．環境関連法及び当社が認めたその他要求事項を遵守する。

４．環境方針に沿った目的及び目標を設定し、定期的に見直しを行い、継続的改善を図る。４．環境方針に沿った目的及び目標を設定し、定期的に見直しを行い、継続的改善を図る。

５．環境方針は、全従業員に周知徹底すると共に、求めに応じて社外に開示する。５．環境方針は、全従業員に周知徹底すると共に、求めに応じて社外に開示する。

当社は、防衛・航空、宇宙、モバイル事業等の各分野におけるシステム開発、ソフトウェ当社は、防衛・航空、宇宙、モバイル事業等の各分野におけるシステム開発、ソフトウェ

ア開発及びハードウェア開発設計を事業として実施するにあたり、環境配慮を積極的ア開発及びハードウェア開発設計を事業として実施するにあたり、環境配慮を積極的

に推進することにより地球環境保全に貢献する。に推進することにより地球環境保全に貢献する。

環環 境境 方方 針針
制定制定 20042004年年1010月月11日日
最近の改正最近の改正 20082008年年77月月1515日日
日本電気航空宇宙システム株式会社日本電気航空宇宙システム株式会社
代表取締役社長代表取締役社長 野々下野々下 力力

 

環境マネジメント活動体制環境マネジメント活動体制

環境委員会

環境管理責任者

環境ISO連絡会

内部監査チーム

事務局（運用担当者）

スタッフ部門
総務部

経営管理本部
事業推進管理本部

宇宙・情報
システム事業部

第一防衛航空
システム事業部

第二防衛航空
システム事業部

ネットEMS事務局

環境管理統括責任者
（正）社長 （副）担当取締役
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２００８年度環境目標と実績 

20082008年度年度
EMSEMS全社目標全社目標

NECNECグループ環境経営ビジョンの事業とグループ環境経営ビジョンの事業と
一体化した環境活動を進めよう一体化した環境活動を進めよう

『『環境負荷の低減環境負荷の低減』』
・残業時間の示達値達成・残業時間の示達値達成

『『環境人材の育成環境人材の育成』』
・エコ・エクセレンス層の拡大・エコ・エクセレンス層の拡大
全社全社 ７０％以上７０％以上

 
１． ２００８年度全社目標と達成状況 

 

 (1) 環境負荷の低減 

目  標： 残業時間の示達値達成 （２００８年度） 

活動状況：各部門は概ね目標を達成している。 

上期未達：２４部門中２部門 

下期未達：２４部門中２部門 

 

 (2) 環境人材の育成 

目  標：エコ・エクセレンス層の拡大 全社 ７０％以上 （２００８年度） 

活動状況：エコ・エクセレンス層 全社 ３７％ 

環境人材の育成目標の未達成の原因は、２００８年度の環境意識調査は教育の

前に実施された為にエコ・エクセレンス（３７％）から環境知識が不足しているエコ・プ

レイヤーが３４％となった事にある。この状況から対策として環境意識調査の前に環

境知識を身に付ける為に環境管理のホームページに環境用語の解説の項目（下記

①）を新たに作成したので今年度の調査では事前学習によりエコ・プレイヤーをエコ・

エクセレンスに持ち上げる対策を行う。 
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環境知識（高い） 

個人行動（高い） 

エコ・エクセレンス３７％ 

エコ・プレイヤー３３％ 

エコ・ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝｽ ４％ 

エコ・イグノランス２５％ 

（低い） 

（低い） 

今回の結果は 
教育 → 調査 
ではなく 
調査 → 教育 

 
 
 
 
 
 

※エコ・プレイヤーに環境知識

が備わっていればエコ・エク

セレンス７０％（環境意識調

査方法の問題） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境意識調査の分布図 

 

更に、エコ・インテリジェンスとエコ・イグノランスのエコ・エクセレンスへの移行の施

策として上記と同様に環境に対する個人行動のガイド項目（上記②）を環境管理のホ

ームページに新たに作成し社内への知識普及を行った。 

 

 

２． ２００８年度各部門の個別目標 

 

全社目標以外に、各部門個別に目標をたて、活動を実施した。（目標例を表-２に示す） 

    達成部門：１５部門 

    計測のみの活動部門：３部門 

    未達成部門：６部門 

 

 

表-１ ２００８年度各部門の個別目標例 

目的 目標 

定時間退社日の励行 定時間退社日遵守率向上 

継続的業務効率化の推進 業務効率化のための提案及びマニュアル作成・修正 

業務改善活動による作業効率改善 業務改善提案の提案件数の拡大、 

会議の効率化 部門の会議工数の計測、集計 

継続的業務効率化の推進 管理ツールの整備及び手順書等の作成維持整備 

設計変更件数の低減 設計変更件数の低減 

ﾃﾞｭｱﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲの片側未使用時オフ ﾃﾞｭｱﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲの片側未使用時の電源オフを徹底 

紙使用量の低減 紙使用量の低減（前年比） 

SW 資産の再利用による開発効率化 ソフトウェア再利用評価チェックリストを用いたレビュー実施 

環境配慮型商品の購入促進 環境配慮型商品の購入促進 

ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化による用紙の使用量低減 部全体の用紙使用量の使用量削減 

不具合処理工数の低減 部全体の無償保守費用の削減 

機器の不在時電源 OFF の励行 プリンタやモニタ等の待機電源を含め実施。 

照明点灯時間／冷暖房時間短縮 休出ゼロ日を増加 

休出時間の削減 休出時間の削減 

深夜時間の削減 深夜時間の削減 

開発ツールの統合化 運用を担当しているシステムの開発ツールの統合化 

①
②

②

ＮＥＣグループ目標 
２０１０年度 

ｴｺ･ｴｸｾﾚﾝｽ１００％ 
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今年度（２００９年度）環境目標 

20092009年度年度
全社環境目的･目標全社環境目的･目標

ＮＥＣグループ環境経営ビジョンのＮＥＣグループ環境経営ビジョンの
方針に沿って事業と一体化した方針に沿って事業と一体化した

環境活動を進めよう環境活動を進めよう

『『環境負荷の低減環境負荷の低減』』
・残業時間の示達値達成・残業時間の示達値達成

『『環境人材の育成環境人材の育成』』
・エコ・エクセレンス層の拡大・エコ・エクセレンス層の拡大
全社全社 80%80%以上以上

 

今年度の各部門の個別目標例を、表-２に示します。（テレビ会議による出張回数削減が追加） 

 

表-２ ２００９年度各部門の個別目標例 

目的 目標 

定時間退社日の励行（用力の削減） 定時間退社日遵守率向上 

継続的業務効率化の推進 業務効率化のための提案及びマニュアル作成・修正 

業務改善活動による作業効率改善 業務改善提案の提案件数の拡大、 

会議の効率化 部門の会議工数の計測、集計 

継続的業務効率化の推進 管理ツールの整備及び手順書等の作成維持整備 

設計変更件数の低減 設計変更件数の低減 

ﾃﾞｭｱﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲの片側未使用時オフ ﾃﾞｭｱﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲの片側未使用時の電源オフを徹底 

紙使用量の低減 紙使用量の低減（前年比） 

SW 資産の再利用による開発効率化 ソフトウェア再利用評価チェックリストを用いたレビュー実施 

環境配慮型商品の購入促進 環境配慮型商品の購入促進 

ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化による用紙の使用量低減 部全体の用紙使用量の使用量削減 

不具合処理工数の低減 部全体の無償保守費用の削減 

機器の不在時電源 OFF の励行 プリンタやモニタ等の待機電源を含め実施。 

照明点灯時間／冷暖房時間短縮 休出ゼロ日を増加 

休出時間の削減（用力の削減） 休出時間の削減 

深夜時間の削減（用力の削減） 深夜時間の削減 

開発ツールの統合化 運用を担当しているシステムの開発ツールの統合化 

テレビ会議による出張回数の削減 テレビ会議による出張回数の削減 
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環境負荷低減への取り組み 
当社は、ＮＥＣグループのバリューチェーン構成会社です。会社のミッションとしては、ＮＥ

Ｃグループの利益最大化に向けた付加価値向上、生産性向上、コスト削減を目指していま

す。ソフトウェア開発を中心とした当社の事業では、環境負荷低減の側面からも有効なも

のと判断しています。 

・取り組み指針 

（１）付加価値向上 

    ・航空・宇宙・防衛の専門会社としての技術・運用ノウハウ向上 

    ・専門家集団としての人材育成 

（２）生産性向上 

    ・受注・開発・購買・売上までの全体プロセス最適化（業務プロセス改革 ＳＡＰ化） 

    ・開発プロセスの標準化（ＣＭＭＩの全社展開、2011 年度のレベル 3 更新） 

    ・ＳＷの生産性向上（生産革新活動の推進） 

    ・ＳＷ開発の標準化／自動化に向けた投資（ＥＱ投資、ＳＷファクトリーの検討・導入） 

（３）コスト削減 

    ・開発コストの削減（生産性の向上） 

    ・品質向上による失敗コストの撲滅 

 

・用力費 

ガス 

 ２００７年度 年間使用量 ３５２４１㎥ （月平均：２９３７㎥） 

 ２００８年度 年間使用量 ４３４５６㎥ （月平均：３６２１㎥） 

電気 

 ２００７年度 年間使用量 １５７９２１３ ｋWh （月平均：１３１６０１ ｋWh） 

 ２００８年度 年間使用量 １６４５４６９ ｋWh （月平均：１３７１２２ ｋWh） 

二酸化炭素換算 

 ２００７年度 年間使用量 ８３７４３㎏ （月平均：６９７９㎏） 

 ２００８年度 年間使用量 １０３１２９㎏ （月平均：８５９４㎏） 

・紙使用量 

夏季及び冬季の一斉休暇前には、ファイリングキャンペーンを実施しています。 

 ２００７年度 年間使用量 １７９８３㎏ （月平均：１４９９㎏） 

 ２００８年度 年間使用量 １４９２１㎏ （月平均：１２４３㎏） 

・グリ－ン購入 

文房具等の購入については、３年前より全てエコ製品を対象としています。 

・環境教育 

毎年、全社員を対象とした環境教育を実施しています。 

環境マネジメントシステムを円滑に運用する為に内部監査員養成を対象とした教育を実

施しています。 
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会社概要 

■ 会社プロフィール 

社         名  日本電気航空宇宙システム株式会社 

所    在    地 

 本社    〒183-8501 東京都府中市日新町 1 丁目 10 番地 （ＮＥＣ府中事業場内） 

                 TEL：042-333-8600（代表） 

 札幌分室 〒060-0808 北海道札幌市北区北 8 条西 3 丁目 28 番地 （札幌エルプラザ内） 

 仙台分室 〒980-0811 宮城県仙台市青葉区一番町 1 丁目 10 番 23 号 （ＴＭ小田急ビル内） 

 田町分室 〒108-0023 東京都港区芝浦二丁目 17-12 （第四田町ビル内） 

 横浜分室 〒224-0053 神奈川県横浜市都筑区池辺町 4388 （ＮＥＣ横浜技術センター内） 

 岡山分室 〒701-0165 岡山県岡山市大内田 677 （ＮＥＣ岡山情報流通センター内） 

 松山分室 〒790-8595 愛媛県松山市味酒町 1 丁目 3 番地 （ＮＥＣ松山テクノセンター内） 

 福岡分室 〒814-8567 福岡県福岡市早良区百道浜 2-4-2 （ＮＥＣ九州システムセンター内） 

事  業  内  容   防衛・航空、宇宙、モバイル事業の各分野における 

              システム開発、ソフトウェア開発、ハードウェア開発設計 

設         立  １９８１年（昭和５６年）１０月２９日 

資    本    金  １億円 

売    上    高  １３３億円（２００９年３月期） 

代    表    者  代表取締役社長  野々下 力 

従  業  員  数   ８９１名（２００９年４月１日現在） 

主 要 取 引 銀 行  三井住友銀行、住友信託銀行 

主 要 得 意 先   日本電気株式会社 

主要最終納入先    防衛省、宇宙航空研究開発機構、国土交通省、その他諸官庁 

国  際  認  証   品質マネジメントシステム ＱＭＳ（ISO9001） 

               環境マネジメントシステム ＥＭＳ（ISO14001） 

               情報セキュリティマネジメントシステム ＩＳＭＳ(ISO27001) 

加  入  団  体   社団法人  日本経済団体連合会 

               社団法人  日本航空宇宙工業会 

               社団法人  日本防衛装備工業会 他 

■ 沿   革 

１９８１年 ＮＥＣの１００％出資会社として資本金５０００万円で東京都港区に設立 

１９８７年 本社を新横浜（横浜市港北区）に移転 

１９９１年 売上５０億円達成 

１９９８年 田町分室を芝浦（東京都港区）に開設 

２００１年 売上１００億円達成 

２００２年 本社を池辺町（横浜市都筑区）に移転 

２００７年 本社をＮＥＣ府中事業場（東京都府中市日新町）内に移転 

横浜分室を池辺町（横浜市都筑区）に開設 

２００９年 売上１２５億円達成 

    第二防衛航空システム事業部に５技～９技を新設 

（札幌分室、仙台分室、岡山分室、松山分室、福岡分室新設） 
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■ 組  織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社長・取締役 

第一防衛航空システム事業部

第二防衛航空システム事業部 

宇宙・情報システム事業部総務部 

経営管理本部 

事業推進管理本部 

・事業計画部 

・品質保証部 

・第一技術部 

・第二技術部 

・第三技術部 

・第四技術部 

・第五技術部 

・事業計画部 

・ソフトウェア品質保証部

・第一技術部 

・第二技術部 

・第三技術部 

・第四技術部 

・事業計画部 

・ソフトウェア品質保証部

・第一技術部 

・第二技術部 

・第三技術部 

・第四技術部 

・第五技術部 

・第六技術部 

・第七技術部 

・第八技術部 

・第九技術部 

・人事総務グループ 

・コンプライアンス推進室 

・企画グループ 

・事業計画グループ 

・購買部 

・営業部 

・品質管理部 

・プロセス改革推進部 


